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異常気象多発

• 世界で異常気象、極端化
• インド、北米・干ばつ、南欧少雨、オーストラリア・北米・南欧で山火事多発
• パキスタンで2022年に国土の３分の１が水につかる大洪水
• 南アフリカ、オーストラリアで大洪水
• 台風の大型化。2022年はフィリピンなどで巨大台風被害
• 積雪は減少傾向だが、2022年の北米など極端な大雪も

• 日本でも異常気象
• 2017年：九州北部豪雨(福岡県、大分県など)、
• 2018年：西日本豪雨(岡山県、広島県)、関西空港水没など、
• 2019年：台風19号で大きな被害
• 2020年：九州豪雨
• 2021年：九州豪雨
• 2022年：東北豪雨、静岡など豪雨、北海道大雪
• 2023年：東海豪雨、北陸豪雨、九州豪雨、東北豪雨など

• 猛暑も発生
• 猛暑・熱波、洪水、干ばつなどの極端な気候は温暖化が進むと激化
• 幾つかの個別の猛暑、豪雨について分析が進み、温暖化の進行が仮に
なければほぼ発生しなかったことが示されている。
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{6.2, 9.9, 10.4, 13.6, 13.10, 15.3, 16.5, CCP2.1, CCP2.2, CCP5.3, CCP6.2, CCB SLR, SROCC 2.3, SROCC 
CCB9} 
 

SPM.B.4.6 ੊界સରで૱計したਜ਼ັの経済దଝ害について༩଎されるਬఈ஍は、一ൢదに、温ஈ化のਭ६に൒
ってඉત形దにଁ୉する（確৶ౕが高い）35。੊界レベルのਬఈ஍は෱広く、その๏๑࿨はർ較可೵ではないた
め、ਬఈ஍のロバストなレンジを示すことはできない（確৶ౕが高い）。AR5での඲価よりも高いਬఈ஍がଚ在
することは、੊界સରで૱計した経済ద影響が過去のਬఈ஍よりも高いかもしれないことを示唆する（確৶ౕ
がఁい）36。気候รಊによる経済దଝ害の合計は、୉෱なஏ域ద差異が༩଎され（確৶ౕが高い）、一ਕ౲たり
のਬఈ経済దଝ害額は、ॶಚにઐめる割合として見たときに、開൅౏৏国においてより୉きくなることがଡい
（確৶ౕが高い）。経済దଝ害は、経済市৖において指ඬがあるものもないものも含め、3℃຤はそれよりも高
いஏ球温ஈ化にർべて、1.5℃においてঘさくなると༩଎される（確৶ౕが高い）。 {4.4, 9.11, 11.5, 13.10, Box 
14.6, 16.5, CWGB ECONOMICS} 
 

SPM.B.4.7 ஦ௗ期దには、強い降ਭとそれに൒う洪ਭや೦ଵఁ気圧、干ばつの強ౕのଁ୉、及びより一૜起こ
る海໚ਭ位৏তの強ౕのଁ加によって強੏移ेがଁ加する（確৶ౕが高い）。温ஈ化が਒行すると、ര࿒が୉き
くన応೵ྙのఁいஏ域からの෈ຌ意な移ेが൅ਫ਼するだろう（確৶ౕが஦ఖౕ）。ほかの社会経済దགྷ因にർ
べて、気候がจ૬にଲして༫える影響は૮ଲదにঘさいと඲価される（確৶ౕが高い）。ඉ気候の駆ಊགྷ因をఁ
減するௗ期దな社会経済ద経࿑では、๭ྙదなจ૬のリスクは減ঙする（確৶ౕが஦ఖౕ）。より高いஏ球温ஈ
化のਭ६では、気ে・気候の極୼現ে、ಝに干ばつの影響が੮弱੓のଁ୉によって高まり、国಼の๭ྙదなจ૬
にますます୉きな影響を༫える（確৶ౕが஦ఖౕ）。{7.3, 16.5, CCB MIGRATE, TSB7.4} 
 

ஏ球温ஈ化のਭ準の৏তによる੊界સର及びஏ域దなリスク 
 

 

                                                      
35 ຌ඲価では、༩଎される੊界સରの経済దଝ害のਬఈଁ加ིが、ஏ球温ஈ化のਭ६が高くなるのに൒って、ત形のଁ加より୉きくなる৖合とঘ
さくなる৖合があった。一෨のஏ域は、ఁいਭ६の温ஈ化によってส益がもたらされうることを示すৄ拠がある（確৶ౕが高い）。 
36  ੊界સରの経済దଝ害のਬఈ஍の合計のർ較可೵੓とロバスト੓（頑健੓）が欠೙していると඲価された結果、確৶ౕがఁいとなっている。
{CWGB ECONOMICS} 
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世界の気温上昇、
対策で抑制

1.5℃上昇

温暖化の悪影響

IPCC気候変動に関する政府間パネル第6次評価報告書第二作業部会報告(2022年2月28日発表、環境省訳)

⾼い

3



気温上昇を低く抑えれ
ば被害も小さくなる

IPCC気候変動に関する政府間パネル第6次報告書第一作業部

会報告政策決定者むけ要約をもとにJCCCA全国地球温暖化防
止活動推進センター作成。1.5℃の点線加筆。

1.5℃上昇

• 世界で対策をとれば1.5℃未満抑制。異常気象、生態系農業被害などを小さくできる。
• そのためには2030年ほぼ半減(2019年比)。世界も日本もこの10年の対策が非常に重要。

このための世界のCO2削減

IPCC第6次評価報告書をもとに

国立環境研究所作成
さらに加筆

2030年にCO2排出量48%削減(2019年比)
2035年にCO2排出量65%削減(同)
2040年にCO2排出量80%削減(同)
2050年頃に排出ゼロ

気温
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世界と先進国のCO2排出量

IEA国際エネルギー機関(速報値)より作成

世界のCO2排出量

• 【目標】世界約140カ国が2050年排出ゼロ、多くの国が排出ゼロ目標。
• 【実績】温暖化対策で2013年以降はCO2排出増加がゆるやかになったがまだ減っていない。
先進国には対策進展の国多数。省エネと、再エネ拡大、化石燃料特に石炭の縮小

先進国のCO2排出削減
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気候変動枠組条約への各国報告より作成
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再生可能エネルギー電力(1990〜2022)
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6IEA国際エネルギー機関:Energy Statistics Data Browser、
Monthly Electricity Statisticsより作成



世界の発電量

世界

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

1990 2000 2010 2020 2030

発
電
量
[1
0
億
kW
h]

原子力 石炭

石油 天然ガス

水力 その他再エネ

再エネ計

先進国(OECD)

7

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

1990 2000 2010 2020 2030
発
電
量
[1
0
億
kW
h]

原子力 石炭

石油 天然ガス

水力 その他再エネ

再エネ計

英国石油統計Statistical Review of World Energy(2023)
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世界の発電量
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世界の発電量
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世界の発電量
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世界の発電

中国
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電力輸出入

ドイツ 10年以上輸出超過
フランス
普段は輸出国、2022年は輸⼊に

12ドイツフラウンホーファー研究所:Energy-Charts
https://www.energy-charts.info/index.html?l=en&c=DE



電気自動車新車割合(乗用車、2022)
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化石燃料輸入価格高騰(2017〜2023年5月)
原油輸入価格
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LNG輸入価格

財務省貿易統計、石油連盟石油輸入価格より作成
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化石燃料輸入価格高騰(2017〜2023年5月)

原油輸入価格
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財務省貿易統計、石油連盟石油輸入価格より作成
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火力発電コスト高騰、再エネが有利に

40

RENEWABLE POWER GENER ATION COSTS 2021

Based on the data available up to May 2022, IRENA estimated that the average fuel-only cost for 
fossil gas-fired power plants in 2022 might range from a low of USD 50/MWh in Mexico to a high of 
USD  268/MWh in Germany. For coal-fired generation, the marginal cost could range from a low of 
USD 77/MWh in China, to a high of USD 127/MWh in India. In all cases, there is significantly more upside 
risk to these numbers than downside given the continued war in Ukraine and the lack of urgency in 2022 
in accelerating renewable power deployment and energy efficiency options. 

Another way of considering just how competitive renewables are in 2022 is to look at the revenue raising 
potential of the solar and wind capacity added in 2021, relative to the implied capital recovery requirement27 
in 2022, when based on WACC and economic lifetime assumptions (see Annex I). Figure 1.8 presents the 
results of this analysis for 17 countries for onshore wind and a subset for offshore wind and utility-scale 
solar PV. The analysis assumes that solar and wind projects generating in 2022 can capture: the annual 
marginal fuel only; fossil gas-fired electricity generation cost estimate by country; or, in some cases, the 
marginal coal-fired generation cost.28 

Onshore wind Coal Fossil gasSolar PV
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Figure 1.7  Fuel-only generation costs for coal and fossil gas for 2022 relative to the LCOE of new solar PV, 
onshore and offshore wind power projects commissioned in 2021, by country

Sources: See Annex I.

27  The capital recovery requirement is an annuity based on the WACC and economic lifetime of a project and yields the fixed annual payment 
that would be required to both repay the original capital investment and provide the rate of return to the owners specified in the WACC.

28  This is a measure of the economic value of the avoided generation by renewables in 2022. It might not be possible for the projects 
themselves to capture this value, as it depends on the electricity system structures, but provides an order of magnitude estimate of 
the societal benefit.

IRENA国際再生エネルギー機関 :renewable power generation costs 2021
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⽯炭と天然ガス
の発電コストは
太陽光⾵⼒の何
倍か(2022年)



日本の発電コストの比較
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経済産業省総合資源エネルギー調査会発電コスト検証ワーキンググループ「発電コストレビューシート」より作成。新設は資本費を含み既設は含まない。政策経費は含ま
ない。https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/#cost_wg
燃料費価格は財務省貿易統計の2023年2月の燃料輸入価格を使用。設備利用率は石炭火力とガス火力が60%、石油火力が30%。発電効率は石炭火力既設と石油火力既設が40%、
LNG火力既設が53%とした。
火力の炭素税はIEA国際エネルギー機関の世界エネルギー見通しのシナリオ想定にあわせて2020年には17ドル/トン、2030年には30ドル/トンとなっていて社会的費用とし
て計上。この炭素税は日本で導入されていない。外国為替レートは1ドル=140円で試算した。
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2021年8月の東京電力管内需給
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2022年5月の九州電力管内需給
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2022年3月の東京電力管内需給、3/22に需給逼迫
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3/22に需給が逼迫。需要は夏冬のピーク時より小さいが、(1)
季節外れの寒波、(2)地震と地震以外のトラブルで火力発電所
が停止、(3)3月は需要が小さいので定期検査で多くの火力が停
止、により需給が逼迫。他のエリアからの送電と揚水(前日ま
での太陽光のストック)などで対応

20東京電力パワーグリッド：エリア需給実績より作成



東日本3社エリアの1年間の需給(2020年度)
需給の厳しい時間はわずか
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北海道電力ネットワーク、東北電力ネットワーク、東京電力パワーグリッド：エリア需給実績より作成



需給に余裕のないのは限られた時間のみ
ピーク対策が有効
(東京電力の残余需要最大日2020年8月21日)
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22東京電力パワーグリッド：エリア需給実績より作成
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IEA統計、IPCC第6次報告、国立環境研究所温室効果ガス排出インベントリ、地球温暖化対策計画、千葉県統計、千葉県実行計画、我孫子市実行計画区域施策編より作成



1

：都道府県表明済

2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明 自治体   2023年6月30日時点

◼ 東京都・京都市・横浜市を始めとする973自治体（46都道府県、552市、22特別区、305町、48村）が
「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。表明自治体総人口約1億2,581万人※。

※表明自治体総人口（各地方公共団体の人口合計）では、都道府県と市区町村の重複を除外して計算しています。

表明都道府県（1億2,325万人） 表明市区町村（1億29万人）
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7,883万人
166自治体

1億2,581万人
973自治体

1,956万人

4自治体

自治体人口・数の推移

＊朱書きは表明都道府県、その他の色書きはそれぞれ共同表明団体、市区町村の表明のない都道府県名は省略

環境省「地方公共団体における2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況」

意欲的な2030年目標、目標達成の対策・政策具体化が課題
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千葉県
千葉市、銚子市、市川
市、船橋市、館山市、
木更津市、松戸市、野
田市、茂原市、成田市、
佐倉市、習志野市、柏
市、流山市、八千代市、
我孫子市、鴨川市、君
津市、浦安市、四街道
市、白井市、南房総市、
匝瑳市、山武市、酒々
井町、横芝光町

千葉県の
2050年排出
実質ゼロ表明



部門について
エネルギーやCO2で以下のように分類

部門 内容

エネル
ギー

エネルギー
転換部門

発電、石油精製など

産業部門 製造業工場、農林水産業、鉱山業、建設業

業務部門 オフィスと第３次産業(エネルギーと運輸除く)
オフィス、商業施設、宿泊施設、病院・福祉施設、学校、
公的施設、文化施設、娯楽施設など
上下水道、通信、廃棄物処理のエネルギー利用

家庭部門 住宅内のエネルギー消費とCO2排出
自家用車は運輸部門

運輸部門 交通機関(自動車、鉄道、船舶、航空)のエネルギー消費
とCO2排出

非エネル
ギー

工業プロセ
ス

化石燃料を燃やすのではなく、化学反応での排出。セメ
ント製造の時のCO2排出など。

廃棄物 廃棄物のうち、プラスチックや廃油を燃やした時の排出。
(食品や紙などは排出と勘定しない）
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全国の温室効果ガス排出割合

エネルギー
起源CO2

84%

非エネル
ギーCO2

7%

メタン・
N2O

4%

代替フロン
4ガス

5%

全国の温室効果

ガス排出量

11億7000万トン

(2021年度)

国立環境研究所温室効果ガス排出インベントリより作成



全国のCO2排出割合

エネルギー
転換部門

40%
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25%

運輸部門
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業務その他
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の使用
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0%

全国のCO2排出量

直接排出

10億6400万トン

(2021年度)

エネルギー
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17%

業務その他
部門

18%

家庭部門
15%

工業プロセ
ス及び製品

の使用
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0%
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電力配分後

10億6400万トン

(2021年度)

国立環境研究所温室効果ガス排出インベントリより作成



千葉県のCO2排出割合

エネルギー
転換部門

2%

購入電力
27%

産業熱
49%

運輸燃料
11%

業務熱
3%

家庭熱
3%

工業プロセ
ス

2%

廃棄物
3%

千葉県のCO2排出量

7400万トン

(2018年度)

エネルギー
転換部門

2%

産業部門
57%

運輸部門
15%

業務部門
12%

家庭部門
10%

工業プロセ
ス

2%

廃棄物
2%

千葉県のCO2排出量

7400万トン

(2018年度)

発電時の排出を購入電力でまとめたもの発電時の排出を消費側に振り分けたもの

県内大規模排出事業所CO2排出量(2018年度)
日本製鉄君津製鉄所 1700万トン
JFEスチール東日本製鉄所千葉地区 754万トン
丸善石油化学千葉工場214万トン
出光興産千葉製油所 180万トン
出光興産千葉事業所 136万トン
富士石油袖ヶ浦製油所131万トン
三井化学市原工場 129万トン
コスモ石油千葉製油所121万トン

県内大規模発電所の排出量(2018年度)
JERA富津火力 1160万トン
JERA千葉火力 1100万トン
JERA袖ヶ浦火力 650万トン
JERA姉崎火力 540万トン
君津共同火力 395万トン

千葉県排出統計、排出量算定報告公表制度より作成



我孫子市のCO2排出割合（独自計算）

購入電力
48%

産業熱
4%

運輸燃料
27%
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廃棄物
4%

我孫子市のCO2排出量

43万トン

(2019年度)

発電時の排出を購入電力でまとめたもの発電時の排出を消費側に振り分けたもの

※独自計算のため、市の環境基本計画・地球温暖化対策実行計画区域施策編とあわない。

国立環境研究所温室効果ガス排出インベントリ、経済産業省都道府県別エネルギー消費統計
経済センサス、人口統計、自動車保有台数統計などより作成



都道府県別のCO2排出割合
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和歌山県(2019)
岡山県(2019)
広島県(2017)
兵庫県(2019)
茨城県(2018)
三重県(2018)
愛媛県(2019)
千葉県(2017)
愛知県(2019)
福岡県(2019)

神奈川県(2019)
滋賀県(2019)

静岡県(2019)
群馬県(2018)
北海道(2017)
宮城県(2017)
福島県(2018)
長野県(2018)

鹿児島県(2020)
沖縄県(2019)
奈良県(2019)

京都府(2019)
大阪府(2019)
東京都(2019)

工業プロセス エネルギー転換 産業 運輸 業務 家庭 廃棄物

各都道府県排出統計より作成
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日本のエネルギーと電力消費量、CO2排出量
2010年以降省エネ進展
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一次エネルギー供給

電力消費量

CO2排出量

経済産業省「総合エネルギー統計」
国立環境研究所「温室効果ガス排出インベントリ」より作成

原発事故(2011年)以降に省エネ進展。
2020年度に2010年度比で一次エネルギー18%減、電力12%減。
2020年度に1990年度比CO2排出量10%減。但し他の先進国より削減率が小さい。

原発事故世界同時不況

新型コロナ
感染拡大
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有効に使っているエネル
ギーは３分の１。残りは

熱として捨てている

日本のエネルギーの3分の2は無駄に
→大きな省エネの可能性

6割ロス

8割ロス

エ
ネ

ル

ギ
｜

消
費

発電所などで
約３分の１がロス

工場など
に届く前
のロス

工場・オフィ
ス・家庭・車
でのロス

工場・オフィス・
家庭・車で約３
分の１がロス

平田賢「21世紀:水素の時代を担う分散型エネルギーシステム」,vol.54-No.4,機械の研究,2002をもとに作成

→排熱はヒートアイランドの原因にもなる。
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発電量の推移と発電のCO2排出割合
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原発 石炭火力

石油火力 ガス火力

水力 水力以外再エネ

2010年以降は経済産業省「総合エネルギー統計」より作成

再エネ割合は20%に増加。先進国平均は30%
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省エネ・再エネ・CO2排出削減対策の模式図
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化石燃料

大量エネルギーのまま再エネではなく、省エネと再エネを両方導入してCO2を削減
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エネルギー起源CO2排出ゼロへの対策手段

• 高温熱、船舶航空燃料に技術的課題。多くの市町村ではこれらはないか少ない。
• それ以外の技術は今の技術とその改良技術で再エネ転換脱炭素転換可能。全国では
今の技術とその改良技術で90%以上削減。

電力

低温熱利用
(100℃以下)

中温熱利用
(100〜200℃)

高温熱利用

自動車燃料

船舶航空燃料

再エネ電力

排熱、再エネ熱、電化して再エネ電力

排熱、または電化して再エネ電力

再エネ転換には課題(要素技術は有り)

再エネ転換には課題(要素技術は有り)

電化して再エネ電力

商業化された
優良技術とその
改良技術の普及

商業化された優良
技術普及
+技術開発

※商品化がまだなのは、農業機械、建設機械、大型トラックなど。
商業化され、売れていくと価格も下がって「もと」がとれるようになることが予想される。
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地域の省エネの重点
新規・更新時の省エネ機器、断熱建築、省エネ車導入

更新・買換時に省エネ
機器選択

新築・建て替え時に断熱建築

2020 2050

更新・買換時に燃費のよい車、
電気自動車を選択

設備機器に関する
エネルギー消費

建築に関する
エネルギー消費
(暖房など)

輸送に関する
エネルギー消費

2030 2040

エネルギー消費

年
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地域の再生可能エネルギー導入、電気の場合
自ら設置するか、電気を選び購入電力を再エネに

再生可能エネルギー発電所火力・原子力

送電会社

小売電気
事業者

小売電気
事業者

再生可能エネル
ギー中心の小売
電気事業者

消費者（企業、家庭）

(1)再生可能エネルギー発
電所を地域主体が自らまた
は共同してつくる

(2)電気をコンセントの先
を考えて選び、再エネ割合
の高い小売会社、メニュー
を選択
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2050年の地域脱炭素の姿

•石油ストーブ、化石燃料の給湯を使わない（寒冷
地では断熱建築普及が必要。新築だけではまにあ
わず、一部は断熱改修必要）

•ガソリン車・ディーゼル車など化石燃料を使う車
は使わない。

•電気は再エネ。
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家庭の省エネ機器導入効果の例
13年前のエアコン更新
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10年前のものの更新は▲20%

電球型蛍光灯→電球型LED
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13年前の冷蔵庫の買い換え

半減 半減 半減
月電気代1万円の家庭全体
の電気代を約7%削減

環境省しんきゅうさんhttps://ondankataisaku.env.go.jp/shinkyusan/
40



25年前の冷蔵庫の買い換え

4分の1 4分の1 4分の1

(参考)月電気代1万円の
家庭全体のの電気代を
約25%削減する効果

環境省しんきゅうさんhttps://ondankataisaku.env.go.jp/shinkyusan/
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13年前のエアコンの買い換え

7

◆年間消費電力量（エアコンは期間消費電力量）（kWh/年）一定の条件のもとに運転した時の試算値です。実際には地域、気象条件、ご使用条件等により、電力量は異なります。
   2021年以前の製品はJIS C 9612:2005、2022年以降の製品は JIS C 9612:2013に基づいて測定された試算値です。
◆年間の目安電気料金（円/年）年間消費電力量に電力料金目安単価（31円/kWh（税込）[令和4年7月改定]）を乗じて算出したものです。電気料金は、 (公社）全国家庭電気製品公正取引協議会の電力料金目安単価を引用しておりますが、
   各ご家庭の使用実態や電力会社等によって異なります。「今お使いの製品」で「型番」まで指定されなかった場合は、指定した項目（購入年/冷房能力（部屋の広さ）/メーカー）に該当する製品の平均年間消費電力量（小数点以下を含む）を基に
   算出します。
◆年間CO2排出量（kg）年間消費電力量にCO2排出係数（0.4 53kg/kWh）を乗じて算出したものです。【環境省　令和２年度の電気事業者ごとの基礎排出係数・調整後排出係数等の公表についてより】「今お使いの製品」で「型番」まで
   指定されなかった場合は、指定した項目（購入年/冷房能力（部屋の広さ） /メーカー）に該当する製品の平均年間消費電力量（小数点以下を含む）を基に算出します。
◆CO2吸収量（本）50年生の杉1本につき、年間平均約14kgCO2を吸収するものとして算出しています。【環境省/林野庁「地球温暖化防止のための緑の吸収源対策」 平成14年】

購入年
冷房能力(部屋の広さ)
メーカー
型番

2009年
2.5kw(7～10畳)
その他(わからない)
その他(わからない)

冷房能力(部屋の広さ)
メーカー
型番

2.5kw(7～10畳)
日立
RAS-X25MBK(一般地仕様)

210 6,510 96 6.8

841 26,070 381 27.2
631 19,560 285 20.4

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

約25%減 約25%減 約25%減

月電気代1万円の家庭全体
の電気代を1台買換で
約5%削減

環境省しんきゅうさんhttps://ondankataisaku.env.go.jp/shinkyusan/
42



25年前のエアコンの買い換え

環境省しんきゅうさんhttps://ondankataisaku.env.go.jp/shinkyusan/

7

◆年間消費電力量（エアコンは期間消費電力量）（kWh/年）一定の条件のもとに運転した時の試算値です。実際には地域、気象条件、ご使用条件等により、電力量は異なります。
   2021年以前の製品はJIS C 9612:2005、2022年以降の製品は JIS C 9612:2013に基づいて測定された試算値です。
◆年間の目安電気料金（円/年）年間消費電力量に電力料金目安単価（31円/kWh（税込）[令和4年7月改定]）を乗じて算出したものです。電気料金は、 (公社）全国家庭電気製品公正取引協議会の電力料金目安単価を引用しておりますが、
   各ご家庭の使用実態や電力会社等によって異なります。「今お使いの製品」で「型番」まで指定されなかった場合は、指定した項目（購入年/冷房能力（部屋の広さ）/メーカー）に該当する製品の平均年間消費電力量（小数点以下を含む）を基に
   算出します。
◆年間CO2排出量（kg）年間消費電力量にCO2排出係数（0.4 53kg/kWh）を乗じて算出したものです。【環境省　令和２年度の電気事業者ごとの基礎排出係数・調整後排出係数等の公表についてより】「今お使いの製品」で「型番」まで
   指定されなかった場合は、指定した項目（購入年/冷房能力（部屋の広さ） /メーカー）に該当する製品の平均年間消費電力量（小数点以下を含む）を基に算出します。
◆CO2吸収量（本）50年生の杉1本につき、年間平均約14kgCO2を吸収するものとして算出しています。【環境省/林野庁「地球温暖化防止のための緑の吸収源対策」 平成14年】

購入年
冷房能力(部屋の広さ)
メーカー
型番

1997年
2.5kw(7～10畳)
その他(わからない)
その他(わからない)

冷房能力(部屋の広さ)
メーカー
型番

2.5kw(7～10畳)
日立
RAS-X25MBK(一般地仕様)

537 16,650 244 17.4

1,168 36,210 529 37.8
631 19,560 285 20.4

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

(参考)月電気代1万円の家庭
全体の電気代を1台買換で
約14%削減する効果 46%減 46%減 46%減
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オフィス等の省エネ機器導入効果（設備更新＋使い方）
照明更新

水銀灯→LED

(体育館、講堂など)
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▲50%以上

• スイッチ小分け、
人感センサーなど
有効。

• 座金・安定器など
要確認。
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照明更新

新型蛍光灯→LED、
本数半減
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冷暖房設備更新

旧型→省エネ型
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• LEDは点灯が早い
のでつけたりけし
たり可能。人感セ
ンサーをつけ85%
削減の例。
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出力調整不可能なポンプ送
風機等→インバータ化など
で出力調整可能に。

コンピュータルームなど

温度湿度設定緩和
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断熱性能のよい建築がのぞましい。



断熱住宅普及対策
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45
日本で2025年に新築住宅・建築物で断熱基準適合義務化（既存住宅は適用外）
2030年にはエネルギー基本計画で新築平均をゼロエミッション住宅水準、2050年には建物全体平均をゼロエミッション
住宅水準の断熱に向上させる。
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野村総合研究所ᾉ令和3年度「海外における住宅Ὁ建築物の省エ἟ἽギὊ規制Ὁ基準等に関する調査」を基に作成
ό各国の住宅の省エ἟基準をもとに作成
※ἋἬイὅではᾄつの地域区分に分類されるが、上図ではἰἛἼὊἛが属する地域区分のみの数値

35
社会資本整備審議会建築分科会
今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方(第三次報告) 及び建築基準制度のあり方(第四次報告)について 
「脱炭素社会の実現に向けた、建築物の省エネ性能の一層の向上、 CO2貯蔵に寄与する建築物における木材の利用促進及び 既存建築ストックの長寿命化の総合的推進に
向けて」 (参考資料) 
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オフィスなどの省エネ対策の目安
床面積あたりCO2排出量、同じ用途・業種でも効率に差
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対策
終了後

新設の施設が
目指す水準
(高断熱・省エネ設備
で再エネ100%)

省エネが進まず効率の

悪い事業者は光熱費も
同業他社より多く支
払っている。

東京都の民間オフィス
の例(2018年度)
同じ業種の事業所で
も、効率（床面積比
CO2など）に大きな差

現在
（平均より
悪い例）

省エネ設備投資

東京都環境局排出量取引制度報告資料より作成

効率が良い
（模範）

効率が悪い
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海外の政策、化石燃料暖房

• ドイツは2024年以降、新設の暖房設備で65%を再エネにする
制度を導入。

• 米国ニューヨーク州は、2026年に（7階建以下）新築建築の
化石燃料機器（暖房、給湯、コンロなど）の設備新設禁
止、2028年に8階建以上の新築ビルで禁止することを決定。

• ニューヨーク市は2024年に（6階建以下）新築建築の化石燃
料使用禁止、2026年に7階建以上新築でも禁止。

• カリフォルニア州はガス暖房住宅にはエネルギー効率の高
いシステムを求める。さらに2030年に新築で禁止予定。サ
ンフランシスコは2029年までに禁止する制度（大気汚染規
制）。
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工場の省エネ
素材製造業以外

• これまでの省エネなどの対策例
• 生産設備の省エネの他に従業者むけ照明
空調の省エネもある。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高炉製鉄

電炉普通鋼

電炉特殊鋼

セメント製造業

洋紙製造業

板紙製造業

石油精製業

石油化学系基礎製品

ソーダ工業 補助事業は西日本の工業都市での対策診断実施の平均。投資回収3.7

年
自主参加型排出量取引は参加企業の排出量規模(全体で100万トン超)
の大きい1期から4期の平均。

ESCOは設備更新のあるものの平均。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

環境省補助事業

環境省自主参加型

排出量取引

ESCO事業(産業)

素材製造業

• 優良工場のエネルギー効率を業種全体で達
成する場合のエネルギー効率改善率。

石油化学系基礎製品製造業は、業種平均では目標達成だが、目標値が

改定されていない。全体の半分の事業者は未達成。

資源エネルギー庁「エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づくベ

ンチマーク指標の実績について (令和2年度定期報告(令和元年度実績)分)
より作成
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運輸旅客部門の対策
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乗用車から鉄道、バスへの転換

この他、中心市街地の交通管理や駐車場管理、まちづく
り・自治体公共施設立地計画など、運輸の対策多数。

条件によって異なる。
自家用車→路面電車、
自家用車→コミュニ
ティバスなどはもう少
し小さい
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運輸貨物部門の対策
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条件によって異なる。
今の設備では多くの量
は代替できない。
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燃費の良い車への転換

• 他に共同輸送などで積荷積載率を高めるなどの方法。
• なお、物流は労働条件が悪い（大口需要で夜中走り朝に工場・

事業所・市場などの前で長い時間待機するなど。宅配でも留守
宅で持ち帰ることも）。荷主の責任が大事。



海外の政策

• 2035年(以前)に乗用車新車をゼロエミッション車にする政策
（ノルウェーは2025年）。

• 【技術】トラックの電気自動車化の実験が進む。サービスエリ
アで急速充電器で充電する方式の他、ドイツ・シーメンスや日
本の本田技研工業が高速道路に架線をひき充電しながら走る実
験。非接触充電で道路に埋め込む方法もある。
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国内の政策

• 2035年に乗用車新車を電動車（ハイブリッド車含む）の方針。
• 東京都が電気自動車普及で、事業所や集合住宅などの新築の建
築物の駐車場の2割に充電器の設置を求める（上限あり）。→
充電の基本は住宅や事業所の普通充電。多くの車は9割以上の
時間駐車場に停車。



国立環境研究所IPCC第6次報告書第三作業部会報告解説資料より
https://www-iam.nies.go.jp/aim/pdf/IPCC_AR6_WG3_SPM_220405.pdf

需要側の対策で世界で40〜70%排出削減

社会文化的要
素

インフラ利
用

需要側技術
の適用

産業 持続可能な消
費(長寿命、
修理可能な製
品を選ぶ)

リサイクル、
リユース

リサイクル
材のラベル
、(省エネ
機械)

輸送 徒歩・自転車
在宅勤務

公共交通、
シェア交通
コンパクト
シティ

電気自動車、
省エネ交通
シフト

オ
フィ
ス家
庭

ライフスタイ
ルの転換や行
動変容
省エネにつな
がる社会的取
組

都市計画 断熱建築、
省エネ機器

電力 需要側の削
減(省エネ
機器など)

実線は住民が排出削減を実施または関与
点線は間接的に排出削減に関与
赤線は省エネ、緑の線は再生可能エネルギー転換
「建物」は業務部門と家庭部門。
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【需要側の対策】 効果的な政策、インフラの改善、⾏動変容につながる技術の採⽤。
2050年のGHG排出量を40~70%削減する可能性。

部⾨別の需要側の削減対策

（出所）IPCC AR6 WG3 SPM Figure SPM.6

⾷ 産業 陸上輸送 建物 電⼒

居住地関係

2050年総排出量
社会⽂化的要素
インフラ利⽤
需要側技術の適⽤

森林伐採、⼟地利⽤変化
⾷に関する直接的な排出
（空いた⼟地の植林を除く）

需要側対策では除去・削減
できない排出量（供給側の
対策で削減されると想定）

a.栄養 b.製造品、モビリティ、住まい c.電⼒:サービス需要変化の影響

追加的な電化
産業
陸上輸送
建築物
負荷管理

⁃ 需要側の緩和には、インフラ利⽤の変化、エンドユース技術の採⽤、及び社会⽂化的変化及び⾏動の変容が含まれる。需
要側の対策とエンドユースサービスの新しい提供⽅法によって、エンドユース部⾨における世界全体のGHG排出量をベースラ
インシナリオに⽐べて2050年までに40〜70%削減しうる⼀⽅で、いくつかの地域や社会経済集団は、追加のエネルギーや
資源を必要とする。需要側の緩和対応策は、全ての⼈々の基本的幸福の向上と整合的である。 (確信度が⾼い) (C.10)

世界のCO2
[10億トン]

世界のCO2
[10億トン]



全国の電力消費と再生可能エネルギー電力可能性
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54環境省令和３年度再エネ導入ポテンシャルに係る情報活用及び提供方策検討等調査委託業務報告書より作成

https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/report/r03.html



千葉県の電力消費と再生可能エネルギー電力可能性
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地域再エネ供給可能性は環境省再生可能エネルギー情報提供システムより作成。
https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/

年間消費電⼒を域内再エネで⾃給できる可能性。
ただし電⼒は毎時のバランスが必要。他地域の⾵⼒や⽔⼒などの融通も使いバランス。



我孫子市の電力消費と再生可能エネルギー電力可能性

0

1

2

3

4

5

6

7

8

消費量 再エネ

発
電
可
能
性
・
電
力
消
費
量
[億
kW
h]

消費量 太陽光(屋根) 太陽光(野立)

太陽光(農地) 陸上風力 太陽光風力以外

地域再エネ供給可能性は環境省再生可能エネルギー情報提供システムより作
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https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/

年間消費電⼒を域内再エネで⾃給できる可能性。
ただし電⼒は毎時のバランスが必要。他地域からの融通も使いバランス。



営農型太陽光発電(ソーラーシェアリング)

• 田畑の上にまばらに太陽光パネルを
設置(3分の1程度)

• 日光を農業と太陽光発電で分け合う。
• 太陽光の架台は3〜4mの高さにして
下でトラクターなどを動かせるよう
にする。

• 稲などは3分の2程度の日射で育つ。
• 農業委員会が、柱の部分だけ農地転
用を許可。

神奈川県小田原市の例。水田の上に太陽光発電
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こういう太陽光発電は・・・
再生可能エネルギー普及にはルールが必要

奈良県の山の斜面設置(森林伐採?)の例 和歌山県の山の斜面設置(森林伐採?)の例
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海外の政策（建物への太陽光設置義務）

• 米国ニューヨーク市、カリフォルニア州などで新築住宅・
建築物に太陽光発電の設置を求める(ニューヨーク市は
2019年、カリフォルニア州は2020年から)。

• ドイツは州で義務化（連邦政府で義務化方向。増える見通
し）。バーデンビュルテンブルク州は2020年から(住宅は
2021年から)。ノルトラインヴェストファーレン州は駐車
場に義務化、ベルリン市、ハンブルク市は新築住宅・建築
物に、 、ニーダーザクセン州は新築商業建築物に太陽光
発電設置義務(2023年から)。

• EU欧州連合で新築太陽光義務づけを検討中。2029年末に全
ての新築住宅、業務ビルは2026年末に床面積250m2以上の
新築公共商業建築物、2027年末には床面積250m2以上の既
存公共商業建築物に義務化することを検討。
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日本の自治体政策

•東京都、川崎市が新築住宅・建築物に太陽光発電
の設置を求める。

•京都府(床面積300m2以上)、群馬県(2000m2以上)中
規模・大規模の新築住宅・建築物に太陽光発電の
設置を求める。
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海外の政策（土地利用規制、地元優先）

•ドイツなどで⾃治体政策で、再エネ建設促進地域
と禁⽌地域を⼟地利⽤計画で⾃治体で定める。そ
の際、地域の再エネのためにどれだけ⾯積が必要
か予め定め、その⾯積をどこに割り振るかを住⺠
参加で議論する。（州ごとに異なる）
•デンマークで再エネ発電の地元優先政策として、
30km以内の地元出資者割合25%を最低条件とする
制度。域外事業者だけでは再エネ発電を建設でき
ない（洋上⾵⼒発電は除く）。
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日本の自治体政策

•再エネの地元優先・地元利⽤で、滋賀県湖南市、
⻑野県飯⽥市などが地元優先の原則を定める条例
を制定。
•【国】環境省が、⼟地利⽤から、再エネ建設を促
進する地域と、再エネを禁⽌する地域の「ゾーニ
ング」に⾃治体向けに補助⾦を出している。
•愛知県新城市は、再エネ設置について市に届出を
求め、⼟地利⽤計画との整合性を求める条例。
•他に景観から設置禁⽌や制約を求める条例あり。
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トータルコスト評価の例
(例えば断熱建築の新築の場合)
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省エネ設備投資

エネルギー浪費型で
初期投資額の安い建
物・設備導入

• 投資回収年約10年の省エネ対策を(設備投資費が)「高い」といって対策をせ
ずにその建物・設備をそのまま25年使った場合。

• 対策しない方が、エネルギー浪費・環境に悪いだけでなくお金も損する。
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全国の対策
最終エネルギー消費
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• 今の優良技術の普及でここまで消費
削減の技術的可能性がある。
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• 今の優良技術普及で95%以上削減
の可能性

• 残る分を新技術でゼロに。

全国のエネルギー
起源CO2排出量

非エネルギー利用を除く。

2019年度までの実績は経済産業省総合エネルギー統計
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千葉県の対策
最終エネルギー消費
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• 今の優良技術普及で90%削減の可能性
• 残る分を新技術でゼロに。

千葉県のエネルギー起
源CO2排出量

非エネルギー利用を除く。

2019年度までの実績は経済産業省総合エネルギー統計
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千葉県の脱炭素対策による
光熱費、設備費
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対策の経済効果
光熱費減、再エネ売電等、設備投資の
地元企業受注で地域経済に貢献



我孫子市の対策
最終エネルギー消費
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• 今の優良技術の普及でエネルギー消費を半
減以下にする技術的可能性がある。
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• 今の優良技術普及で2030年60％以上削減可能、
2050年にほぼ100%削減の可能性

我孫子市のエネル
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非エネルギー利用を除く。 67



我孫子市の脱炭素対策による
光熱費、設備費
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対策の経済効果
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で地域経済に貢献



脱炭素は地域にメリット。地域主体が担うことで実現

注：省エネ機械、電気自動車、太陽光パネルや再エネ発電機は地元で製造していなくても、
企画管理、施工、運転維持、購入時のマージンなどが地元に入る。

現状で

巨額の光
熱費(域外
流出)

光熱費が半減

省エネ設備・建築導入
• 断熱建築
• 省エネ機器、省エネ車・電
気自動車
→地域の企業が受注・取次・
企画

• お金が地域で循環
• 地域で雇用創出
• 脱炭素対策を地域発
展と共に考える

太陽光発電など
→域内企業・家庭が設置・
運営

脱

炭
素
対
策

• 国全体で年15〜35兆円の化石燃料輸入費、国外流出
• 巨額の光熱費支出、ほぼ域外流出

• 対策の多くは「もと」がとれる。光熱費削減分で省エネ・再エネ
設備費を賄い、地域発展・雇用創出に寄与可能。
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脱炭素にむけた自治体政策

全体目標と計画
• 2050年目標(排出ゼロ、再エネ100%など)。2030年に

排出半減以上の目標

• 省エネ・再エネ政策
• 市民参加で将来ビジョン、計画・政策づくり

省エネをすすめる政策
• 県では大口事業所むけ政策

• 断熱住宅・建築物普及。都道府県では断熱建築規制

導入強化が望ましい。
• 省エネ機器普及改修促進

再生可能エネルギーを進める政策
• 地域で再エネ発電、再エネ熱利用普及政策。地域

に専門的情報提供など。

• 電気を選ぶのを支援。小売電力の情報提供。再エ
ネ共同購入。

• 電力小売会社を設立、地域の再エネ電力を集め、
地域に供給（専門家、実務家と協力）

• 乱開発防止のため、ゾーン制(設置促進地域と禁止
地域を都市計画のように設定)

• 地域再エネ資源を地元優先にする政策（理念は国
内条例あり。海外は最低地元出資比率規制）

共通、対策に専門的知見を活かす
• 地域企業・家庭に、公的・中立の省エネ対策、

再エネ対策情報を提供。省エネ診断、地域の専

門家が中立的アドバイスをおこなう
• 地域の専門家実務家を活かし、国・県・自治体

がしくみづくりを行う。

地域発展と両立
• 地域企業が省エネ工事、断熱建築を受注できる

ように情報提供。

• 公共住宅の断熱改修、公共交通拡充など、地域
課題解決と脱炭素を両立。

自治体施設
• 断熱建築・省エネ設備を導入し全施設を省エネ

優良施設に転換。新築はゼロエミッションビル

とする。
• 再エネ発電・再エネ熱利用設備導入と購入電力

再エネ化で早期に再エネ100%に。
• 公用車は電気自動車で再エネ電力使用。

• 計画も、費用対効果も含め地域のモデルになる。
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公的な専門的中立的情報提供

• 地域企業・家庭に、公的・中立の省エネ対策、再エネ対策の情報を提
供。最適技術を、妥当な価格・費用対効果で導入できるようにする。

• 公的・中立的情報により対策効果・コストの「相場感」ができ、具体
的対策導入に寄与。

• 自治体が政策について専門的見地からアドバイスを求める。

• 自治体がエネルギー事務所を設立。研究者や地域の専門家・実務家
(技術では建築、機械、電気、その他)に協力を求める。

• 技術相談・情報提供に技術専門家を紹介、中立的情報提供、中立的ア
ドバイスを提供。
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自治体施設の率先対策(設備投資計画に変更)
• 自治体施設で省エネ設備導入、新築・改修時は断熱建築。
• 自治体施設で再エネ100%電力、再エネ熱を購入、あるいは施設に再エネ電力・再エ
ネ熱利用設備を導入し自給。

• 既存自治体施設、自治体が借りている施設を点検、優先順位をつけた対策計画策定、
10年で全てが「省エネトップ施設」・再エネ施設へ。

• 自治体が環境面でも、費用効果面でも民間の模範に。

自治体施設省エネ設備投資年次計画
(3年で30%削減の例)

• 計画できれば確実性が高まり、進捗検
証も容易

• 公的施設の次は地域の民間施設へ応用

導入
年

対策
順位

施設名 CO2削減見
込量[t-
CO2]

光熱費減[万
円]

全体比
CO2削減
率

1年目
1病院 1,500 6,000

10%
2体育館 1,000 4,000

2年目

3下水処理場 1,000 4,000

10%4市民会館 500 2,000

5水道施設 1,000 4,000

3年目

6市役所 750 3,000

10%7図書館 750 3,000

8文化施設 1,000 4,000

予備
9公民館 500 2,000 2%

10教育施設 500 2,000 2%

0
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15

0.
00

-0
.
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0.
02

-0
.
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0.
04

-0
.
06

0.
06

-0
.
08

0.
08

-0
.
10

0.
10

-0
.
12

0.
12

-0
.
14

0.
14

-0
.
16

施
設
数

床面積あたりCO2排出量（t-CO2/m2）

既存庁舎目標(省エネ工事)

新築時の目標(高い断熱性能
+省エネ機器+再エネ100%)
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海外の政策(自治体支援)

• 【自治体の施設対策支援】エネルギー事務所の専門家
実務家などが、自治体施設の省エネ・再エネ・脱炭素
対策に対して支援を行う。このプログラムは欧州各国
で共通化されている。
• 【自治体の環境政策支援】エネルギー事務所の専門家
実務家などが、自治体政策立案・運営に対し、担当を
決めて支援を行う。

• 小規模自治体では環境部局職員が1名、ゼロのこともあ
るので、専門家が担当を決めて政策立案、タウンミー
ティング出席(夥しい数の実施)、進捗点検などを一緒
に行う。ドイツでは連邦環境省職員を小規模自治体に3
年間無料で派遣する制度もある。

• 費用の全部または大半は連邦政府、州政府が負担する。
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まとめ

• 温暖化の進展で大きな悪影響の可能性がある。世界で2030
年に排出半減、2050年排出ゼロなどの対策をとれば悪影響
を小さく抑えられる。

• 日本で省エネ・再エネによる排出削減で、2050年にエネル
ギーをほぼ3分の1に削減、CO2を既存優良技術で2030年に
60%以上削減、2050年に95%削減できる技術的可能性がある。

• 対策により膨大な光熱費を半減可能。設備投資が必要だが
「もと」がとれる。

• 脱炭素は気候危機回避とともに、地域に大きなメリット。
• 脱炭素社会はまちづくりでもある。住民、地域の様々な主
体が議論してまちの将来を決めていくことが必要。
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